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第第第第１１１１章 総説章 総説章 総説章 総説

１１１１ 計画策定計画策定計画策定計画策定のののの意義意義意義意義

本県の伝統工芸産業の振興については、これまで６次にわたる沖縄県伝統工芸産業振興計

画に基づき、諸施策が講じられ、産地や市町村の努力と相まって、一定の成果を挙げてきた。

しかし、本県の伝統工芸産業は、市場ニーズの変化や廉価な類似工芸品の流入、

生産従事者の高齢化の進展と後継者の確保難、原材料価格の高騰や良質な原材料

の入手難などを背景に、生産額や従事者数は減少傾向にあり、厳しい状況が続い

ている。

本県の伝統工芸産業は、製造業全体に占める割合は小さいものの、製造産地は

県内各地に点在し、地域経済の活性化や雇用の創出、観光・リゾート産業の振興

などに重要な役割を果たしている。また、地域の支援を受け、地場産業として新

たな工芸品が創出されるなど、工芸産業は新たな成長産業として期待されている。

近年、消費者が求める「ゆとり」や「ゆたかさ」、量から質への志向の変化などに対応す

るとともに、伝統工芸の優れた技術や技法を基に、機能性・デザイン性の向上や新たな用途

開発等により、工芸産業は、観光土産品や生活必需品、ファッション、インテリアなど幅広

い分野において、大きな発展可能性を有している。そのため、県では、沖縄21世紀ビジョン

において、伝統工芸など本県の多様な文化資源を活用した文化産業を戦略的に創造・育成す

ることとしている。

以上のことを踏まえ、これまでの６次にわたる沖縄県伝統工芸産業振興計画の成果と課題

を受け継ぎ、今後とも伝統工芸産業の振興発展を図るため、引き続き第７次沖縄県伝統工芸

産業振興計画を策定し、種々の振興策を推進する。

２２２２ 計画計画計画計画のののの性格性格性格性格

この計画は、沖縄県伝統工芸産業振興条例に基づき、本県伝統工芸産業の振興を図るため

に必要な基本となるべき計画を策定するものである。

県においてはその施策の基本となるものであり、業界や市町村においては、活動の方向性

を示すものである。

３３３３ 計画計画計画計画のののの期間期間期間期間

この計画の期間は、平成24年度から平成28年度までの５か年とする。

４４４４ 計画計画計画計画のののの目標目標目標目標

この計画は、長い歴史・風土の中で培われてきた伝統工芸を継承・発展させるため、原材

料の安定確保や生産基盤の強化、後継者の育成、異業種・異分野との連携による新たな製品

開発等の諸施策に取り組み、本県の工芸産業を持続的に発展できる産業として育成すること

を目標とする。
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第第第第２２２２章 工芸産業章 工芸産業章 工芸産業章 工芸産業のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

１１１１ 工芸産業工芸産業工芸産業工芸産業のののの現状現状現状現状

（（（（１１１１））））県内県内県内県内のののの状況状況状況状況

本県の工芸品には、平成23年10月時点において、伝統的工芸品産業の振興に関

する法律（以下「伝産法」という。）に基づき経済産業大臣の指定を受けた伝統

的工芸品が４種13品目、沖縄県伝統工芸産業振興条例（以下「条例」という。）

に基づき指定された伝統工芸製品が５種25品目、伝産法及び条例指定外のその他

工芸品として、小木工、ウージ染め・その他染め織物等がある。

これら工芸品を製造する工芸産業については、その伝統性や文化性を尊重し、

技術・技法を将来に亘って保持するとともに、産業として維持・発展させる観点

からこれまで各種振興事業が実施されてきた。

平成22年度における本県工芸産業の生産額は、41億3,400万円となっており、

第６次沖縄県伝統工芸産業振興計画の開始時の平成18年度との対比では13.0％

（６億1,500万円）の減少となっている。工芸産業の生産額は、昭和57年度の57

億5,500万円をピークに増減を繰り返しながらも、漸減傾向にあり、現在は、ピ

ーク時の７割程度の水準となっている。

また、平成22年度末における工芸産業従事者数は1,707人、事業所数は718事業

所となっており、平成18年度末との対比では、従事者数は24.2％（546人）の減

少、事業所数は19.1％（170事業所）の減少となっている。従事者数のピークは

昭和56年度の3,570人、事業所数のピークは昭和59年の1,446事業所となっており、

現在はそれぞれピーク時の半数を下回っている。

工芸産業生産額については、染織物と漆器の落ち込みが大きいものの、陶器と

ガラスについては、大きく伸張している。陶器とガラスについては、販売におけ

る観光の割合が高いことから、堅調な観光需要を背景に、好調に推移しているも

のと考えられる。

また、近年の消費者ニーズとして、製品やサービスに質的充足を求める傾向が

益々浸透しつつあり、大量生産の工業製品にない手作りの工芸品の持つ素朴さや

個性が見直されている。さらには、本物志向の消費者市場も形成されており、こ

のような市場動向を捉え、消費者ニーズにあった様々な商品開発を行い、新たな

需要や消費市場を開拓して、地域経済の活性化や雇用の創出に貢献している産地

も見受けられる。

従事者については、年齢別では高齢化がさらに進展しており、従事者の経験年

数別割合では５年未満の割合が減少していることから、若手従事者の確保と定着

不足が懸念される。そのため、産地組合においては、独自の後継者育成事業に取

り組んでいるほか、休職者の再就労や組合員の定着に向けた福利厚生の向上等の

検討が進められている。
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（（（（２２２２））））全国全国全国全国のののの状況状況状況状況

全国には、伝産法に基づき経済産業大臣の指定を受けた伝統的工芸品が、平成

23年10月時点で211品目あり、平成20年度における生産額は1,485億2,100万円、

従事者数は85,474人となっている。

同年度における、全国の伝統的工芸品に占める本県の割合は、生産額、従事者

数ともに1.7％となっており、全国の工業統計に占める本県製造品出荷額の割合

（0.2％）と従業者数の割合（0.3％）を大幅に上回り、伝統工芸産業において本

県は重要な位置を占めている。

また、全国の伝統的工芸品の生産額と従事者数の推移としては、生産額ではピ

ークであった昭和58年度の5,405億6,400万円に比べ平成20年度は72.5％の減少、

従事者数ではピークであった昭和54年度の287,956人に比べ同70.3％の減少と、

現在は何れもピーク時の1/3以下の大幅な減少となっている。

一方、本県の伝統的工芸品は、同期間において、生産額で51.4％、従事者数で

58.4％の減少となっており、全国の推移に比べ減少率は緩やかなものとなってい

る。

２２２２ 工芸産業工芸産業工芸産業工芸産業のののの課題課題課題課題

（（（（１１１１））））市場変化市場変化市場変化市場変化へのへのへのへの対応対応対応対応

生活様式の変化に伴う伝統工芸品の市場縮小、グローバリゼーションの進展に

よる国内外の工芸品や類似品との競合の激化、消費者の低価格志向等により、本

県の伝統工芸は、生産額、従事者数、事業所数の何れも減少傾向にある。

消費者嗜好の多様化は益々進み、それに合わせて流通形態の多様化も進展して

おり、本県の工芸産業を振興するためには、各産地が市場の変化を的確に把握・

分析し、それぞれの特色を生かした製品開発や市場展開、販路の開拓を行うこと

が求められる。

そのため、各産地が主体的に、市場動向に関する調査や情報収集などのマーケ

ティング活動を行うとともに、これらの取組に関するノウハウの蓄積が必要とな

るものの、未だ充分な取組がなされていない。現在、各産地におけるマーケティ

ング活動は、取引のある流通業者等からの情報提供を中心に行われているため、

既存の流通や市場以外の未開拓の販路や新たに顕在化した市場等に関する情報は

得られにくい状況にある。

工芸事業者においては、展示会の開催やセミナーへの参加などを通じ、積極的

な市場動向の把握と分析に取り組むとともに、これらを踏まえ変化する市場ニー

ズに対応した製品開発、新たな素材と技法の導入、デザイン力の向上が課題とし

て挙げられる。

（（（（２２２２））））経営経営経営経営のののの高度化高度化高度化高度化とととと基盤基盤基盤基盤のののの強化強化強化強化

本県工芸産業の生業的、零細性、経営基盤の脆弱性という従来からの課題は依

然として解決されていない。工芸事業者は、個々では経営力及び信用力が弱く、
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事業活動に支障を来すことも少なくないため、産地では中小企業事業協同組合法

に基づく事業協同組合を設立し、各種共同事業を実施している。

県内においては、概ね組合が設立され組織化されているが、共同事業は各産地

の状況に応じて取り組まれており、事業内容や組合員の利用割合、規模等におい

て相違がある。また、組合加入率についても産地ごとに大きな差異があり、総体

的には組合のメリットが充分に生かされていない状況にある。

各組合の経営高度化に向けては、税制、金融、産地診断、経営指導等に関する

外部専門機関を通した中小企業施策の積極的な活用が有効であり、経営基盤を強

化するためには、組合機能の充実化を図るとともに、組合への加入促進や組合運

営を担う人材の育成が必要であり、これらの取組の積極的な実施が課題である。

また、マーケティング力と販売力の強化、生産性の向上や共同購入の活用によ

るコスト低減等に取り組み、財務基盤の改善や収益の安定化が課題となっている。

（（（（３３３３））））人材人材人材人材のののの確保確保確保確保とととと育成育成育成育成

工芸産業においては、従事者の高齢化と従事者数の減少が続いており、産業と

して持続的発展を目指す上での大きな課題となっている。工芸品は、熟練した職

人の手業により生産されることが魅力であり、技術を継承し、高度化するために

は、後継者を確保し、育成することが不可欠である。

そのため、県においては、後継者育成事業や人材育成事業などにより、人材の

育成に取り組んでいるものの、収入の低さ、技術・技法の習得に長期間を要する

ことなどによって、定着しない場合も多く、また、事業者にとっても、需要の減

少により雇用を継続できないなどの課題を抱えている。

（（（（４４４４））））原材料原材料原材料原材料のののの安定確保安定確保安定確保安定確保

伝統工芸品の原材料は、伝統的に使用されてきた天然の原材料が主として用い

られ、伝統工芸品の持つ独特の味わいを醸し出す重要な役割を果たしている。

これら天然原材料の中には、生産不足、資源枯渇化等の傾向が見られ、入手困

難となっている原材料も少なくない。特に、苧麻手績糸では、手績者の高齢化と

減少により良質な手績糸の生産が減少するなど、工芸事業者や市場が求める良質

な原材料が不足しており、原材料製造事業者における後継者の確保と育成が課題

となっている。

また、輸入原材料を中心に仕入れ価格が高騰しており、工芸事業者の収益を圧

迫しつつある。そのため、安価で安定確保が可能な代替原材料の開発と利用促進

が求められている。

（（（（５５５５））））販売力販売力販売力販売力のののの強化強化強化強化とととと販路販路販路販路のののの開拓開拓開拓開拓

本県の工芸品のうち染織物については、流通事業者を通した販売が主流となっ

ている。流通事業者を介すことにより、工芸事業者は生産に専念できるほか、持

続的・安定的な売上と収益の確保、市場動向に関する情報の収集などのメリット

が得られるものの、特定の流通事業者への販売依存度が高まることにより、価格
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交渉力の低下、産地の特性を生かした製品の開発などにおいて支障が生じている。

そのため、工芸事業者における、独自のマーケティング活動の実施、販売力の

強化、販路の開拓が課題となっている。

（（（（６６６６））））ブランドブランドブランドブランドのののの確立確立確立確立

本県工芸品は、本県に対する全国的な関心の高まりから、各種メディア等への

露出機会も多く、消費者の認知度を高める機会に恵まれている。

しかし、長い歴史に育まれた各工芸品の持つ地域特性や魅力、素材、製作プロ

セス等、より細やかで的確な情報の発信が市場や消費者に対して効果的に行われ

ておらず、市場においてブランドを確立するまでに至っていない。

ブランドの確立に向け、地域団体商標権を取得した組合もあるものの、認知度

の向上に向けた情報発信が充分ではなく、また、品質の維持・向上を目的に実施

している染織物の県検査制度が徹底されていない状況にある。

また、国内外から流入の続く類似品や模倣品への対策を図る上でも、各産地等

が産業財産権に関する意識を高め、ブランドの確立に努める必要がある。

（（（（７７７７））））拠点施設拠点施設拠点施設拠点施設のののの整備整備整備整備

伝統工芸産業の中核施設として、地元市町村または組合が事業主体となって、

共同展示室、後継者養成室、共同染色室及び共同作業場等の機能を有する伝統工

芸館の整備が行われており、これらの施設の多くは、老朽化が進行し、共同作業

などに支障が生じていることから、拠点施設の新規確保が課題となっている。

また、これらの施設については共同製造や共同販売のほか、消費者ニーズの把

握や観光客等への宣伝普及を図る場として活用することが望ましいものの、現在、

充分に生かされていない状況にある。そのため、中核施設の機能の拡充が求めら

れている。
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工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

喜如嘉の芭蕉 平成22年度生産額 74,852千円 高齢化の進展が顕著で、後継者

布 （平成18年度比 △0.6％） の確保が課題である。

同従事者数 28人（同 △31.7％） 良質な繊維の確保のための技術

生産額はほぼ横ばいで推移して 習得が課題で、芭蕉の栽培や手績

いるものの、従事者数が減少し高 糸の生産技術の継承が必要である。

齢化が進展している。

組合独自で後継者育成事業を実

施しているものの、芭蕉糸の生産

技術の習得が不充分なため、良質

な糸の確保が困難となっている。

読谷山花織・ 平成22年度生産額 22,398千円 販売は委託販売を実施しており、

読谷山ミンサ （平成18年度比 △75.9％） 組合で確保している在庫数が充分

ー 同従事者数 65人（同 △52.6％）ではないことから、販路開拓及び

生産額、従事者数ともに大幅な 営業活動に影響が出ている。

減少傾向にある。 組合員は30～40代の中間層が少

販売は着尺・帯が中心だが、テ ないことから、高度な技術を継承

ーブルセンター等の二次加工品の するための中堅者の育成研修が必

需要が伸びている。 要である。

組合員は高齢化が進み、稼動者 原材料の糸の種類によっては、

が減少している。 小ロットでは手に入りづらく、県

平成23年度から、中断していた 内各産地との連携による原材料の

伝産法に基づく振興計画を策定 共同購入を検討している。

し、後継者育成を行っている。

ホームページを開設し、製品の

宣伝普及に努めている。



- 7 -

工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

首里織 平成22年度生産額 56,765千円 流通事業者の注文による生産比

（平成18年度比 △49.5％） 率が高まることにより、他産地と

同従事者数 79人（同 △30.1％）の類似性の課題が生じており、首

生産額、従事者数ともに減少傾 里織としてのブランドの確立が必

向にある。 要である。

販売は、着尺や帯、服地等を中 高度な技術や時間を要する着尺

心に行われている。 の織手が年々少なくなっているた

後継者育成事業終了後の研修生 め、育成が課題である。

は、組合に加入するため、比較的

若い作り手が多い。

組合として講習会を開き技術の

向上に取り組んでいる。

新たな素材を使った製品開発に

も取り組んでいる。

琉球絣・南風 平成22年度生産額 126,013千円 従事者の高齢化が顕著であり、

原花織 （平成18年度比 △77.4％） 現行体制の維持が難しくなってい

同従事者数 139人（同 △47.9％）る。

生産額、従事者数ともに大幅な 「糸の染色」や、高度な技術を

減少傾向にある。 要する「糸の括り」ができる人材

着尺・帯を中心としながらも、 の高齢化が進んでおり、後継者育

縫製技術者を育成し、二次加工品 成及び高度な技術を継承していく

の製作・販売に注力している。 仕組み作りが課題となっている。

従事者数は多いが、高齢化が進 なかでも「括り」は数百種の模様

んでいる。 があり、育成には数年が必要なこ

町内の小中学校に対する体験事 とから、技術継承が課題となって

業や、会館への観光客受入を行う いる。

など、宣伝普及を積極的に行って

いる。

県工芸技術支援センターと連携

しながら、技術力・デザイン力の

向上に努めており、組合独自で新

しい糸の研究開発も行っている。
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工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

久米島紬 平成22年度生産額 70,447千円 流通事業者との価格交渉力の向

（平成18年度比 △56.5％） 上や新たな販路開拓が必要となっ

同従事者数 145人（同 △9.9％）ている。

生産額は大幅な減少傾向にある また、現在の消費者ニーズに合

ものの、従事者数は概ね横ばいで わせた商品開発も課題である。

ある。 従事者の高齢化とともに、後継

従来、生産は泥染めの着尺が中 者育成事業を実施しているが応募

心であったが、最近は草木染めの 者が少ないのが課題である。

色物が中心となってきている。

また、近年では帯の生産拡大に

も取り組んでいる。

観光土産品としての商品づくり

にも取り組んでいる。

宮古上布 平成22年度生産額 41,340千円 分業体制の中で績み手の高齢化

（平成18年度比 △56.4％） により、着尺に向くような上質な

同従事者数 40人（同 △41.2％）苧麻糸の確保及びそのための技術

生産額、従事者数ともに大幅な 継承、後継者育成が課題となって

減少傾向にある。績み手の高齢化 いる。

が顕著であり、着尺用の良質な苧 高度な技術を要する「十字絣」

麻糸が不足している。 の織手が少なくなってきているた

宮古上布を活用した鞄等の二次 め、技術継承のためにも育成が必

加工品の生産に取り組んでいる。 要である。

また、手織りの技法はそのまま

で素材に綿糸等を使用した小物商

品を生産し、人気を得ている。



- 9 -

工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

八重山上布・ 平成22年度生産額 589,269千円 績み手の高齢化により、着尺に

ミンサー （平成18年度比 △13.9％） 向くような上質な苧麻糸の確保及

同従事者数 202人（同 △48.9％）びそのための技術継承、後継者育

織物の中では最大の生産額であ 成が課題となっている。

り、一人当たりの年間生産額も、

300万円台となっている。従事者

数は竹富町を中心に大幅に減少し

ている。績み手の高齢化が顕著で

あり、着尺用の良質な苧麻糸が不

足している。

石垣島、竹富島等で生産してい

るが、検査所が石垣島にしかない

ため受検に要する負担の格差が存

在している。

観光客をターゲットにした商品

開発により、産地としての売上げ

は堅調である。

与那国織 平成22年度生産額 17,513千円 原材料の安定確保ができるよう、

（平成18年度比 △67.7％） 各産地との連携が課題である。

同従事者数 28人（同 △26.3％） 取引先が縮小傾向にあるため、

景気低迷により製品の売上げが 新たな販路開拓が必要である。

伸びないことから、生産数が大幅

に減少している。

離島の離島という地理的条件に

より、費用対効果の点から不参加

の展示会が多くなっている。
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工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

琉球びんがた 平成22年度生産額 258,139千円 県検査制度の徹底が課題である。

（平成18年度比 △33.2％） 事業者の組合への加入率が低く、

同従事者数 111人（同 △11.2％）組合の共同事業が充分な効果を挙

ここ数年の生産額は減少傾向に げていないため、個人作家の組合

あるものの、二次加工品の売上げ への加入促進が課題である。

は好調である。 新製品の開発、後継者育成事業

後継者育成事業終了後、修了生 後の受け皿としても、共同作業場

の受け入れ場所がないため、組合 の確保が必要である。

員とはならず、個人作家として独 高所得者向けの商品や、ある程

自の技法で生産する若手も多い。 度価格を抑えた商品等、ターゲッ

近年、他の工芸産地組合とのコ トを絞った商品開発が必要である。

ラボレート商品等新たな製品開発

を行っている。

知花花織 平成22年度生産額 6,882千円 首里織物検査所にて受検してい

同従事者数 33人 るため、受検に要する負担が大き

平成22年３月に県伝統工芸製品 く、知花花織として独立した検査

として指定された。 所の設置が課題である。

組合設立後間もないため、生産

額は低いものの、組合員は比較的

若く、後継者育成事業も実施し、

後継者も順調に育っている。

帯地のほか、鞄、名刺入れ、ネ

ックストラップ等小物類の生産に

も取り組んでいる。
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工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

琉球漆器 平成22年度生産額 117,650千円 新たなデザインや消費者が使い

（平成18年度比 △63.2％） やすい商品の開発等消費意欲を刺

同従事者数 48人（同 △41.5％）激する工夫が必要である。

生産額は２～３億円で推移して 類似品対策やブランド力向上の

いたものの、平成22年度は大幅な ため、検査制度の確立が課題であ

減少となっている。 る。

天然木が手に入りにくくなって 富裕層向けなどターゲットを明

おり、バガス（サトウキビ搾汁後 確にした商品開発が課題である。

の繊維）を使用した製品も生産し また、工芸分野だけではなく、工

ている。 業技術等とのコラボレートが求め

近年では、琉球ガラスや琉球び られている。

んがた等、異業種とのコラボレー 企業が従事者の雇用を維持する

ションによる商品展開に取り組ん ことが困難になりつつあり、新た

でいる。 な職人ネットワークの構築が課題

である。

壺屋焼 平成22年度生産額 337,836千円 商品開発やマーケティングの充

（平成18年度比 ＋24.3％） 実、ブランド形成による類似品と

同従事者数 122人（同 ＋2.5％）の差別化に、より一層取り組む必

生産額は３億円程度、従事者数 要がある。

は100人程度で推移している。 良質な陶土の確保が難しくなっ

若い陶工を中心に、伝統的な技 ており、土の配合技術の研究開発

法を守りながらも、現代のニーズ が課題となっている。

を意識した新しいデザインの製品 事業者が県内全域にわたってい

も見られるようになった。 るため、全事業者一体となっての

後継者育成事業の実施や、デザ 取り組みを行うことは難しい状況

イン講習会等を実施し技術の向上 である。

にも努めている。

地域団体商標への登録や、組合

独自のシール貼付により、ブラン

ド化・類似品との差別化を図って

いる。
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工芸品産地の現状と課題

産 地 名 現 状 課 題

琉球ガラス 平成22年度生産額 854,463千円 現在中心となっている小物類に

（平成18年度比 ＋18.9％） 加え、建築資材等新たな商品展開

同従事者数 217人（同 △2.3％）にさらに取り組む必要がある。

観光客をターゲットとした土産 また、中国等から流入している

品の展開や製作体験により、生産 安価な類似品との差別化、ブラン

額は増加傾向にある。 ド力向上が課題である。

ガラスの原材料となる着色材に

高価な鉱物資源が含まれる色があ

り、価格高騰による影響を受けて

いる。

刻印やシール貼付により、ブラ

ンド化・類似品との差別化を図っ

ている。

豊見城市ウー 平成22年度生産額 74,000千円 販路が県内のみとなっており、

ジ染め （平成18年度比 ＋5.2％） 県外への認知度向上を図り、販路

同従事者数 86人（同 ＋10.3％）の拡大を行う必要がある。

小物類を中心に生産しており、

生産額は堅調に推移している。

販売は直営店等県内のみで行っ

ている。

組合独自で、自主検査を行い品

質維持を図るとともに、後継者育

成事業を行っている。

小木工 平成22年度生産額 557,995千円 生産から流通まで工房独自で担

（平成18年度比 ＋0.3％） う必要があるため、販路開拓に限

同従事者数 97人（同 △14.9％）界があり、販路の開拓が課題であ

生産額は５億円程度で推移して る。

おり、近年はカトラリーの売上げ 消費者に対する、量産工業製品

が増えてきている。 との違いや魅力の効果的なＰＲが

県工芸技術支援センターを卒業 必要となっている。

し、工房を立ち上げるという人が

多く、従事者が増えてきている。
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 芭    蕉    布 75,287 84,626 78,134 99,612 74,852 75.1% 99.4%

 読谷山花織・ﾐﾝｻｰ 93,111 44,975 35,696 27,751 22,398 80.7% 24.1%

伝 織  首    里    織 112,476 106,473 66,335 63,968 56,765 88.7% 50.5%

 琉    球    絣 557,210 343,906 185,291 153,775 126,013 81.9% 22.6%

統  久  米  島  紬 162,130 106,111 99,152 72,999 70,447 96.5% 43.5%

 宮  古  上  布 94,900 70,512 59,464 29,891 41,340 138.3% 43.6%

工  八重山上布・ﾐﾝｻｰ 661,442 609,903 556,005 680,426 583,144 85.7% 88.2%

物  竹  富  織  物 23,072 12,794 10,397 6,826 6,125 89.7% 26.5%

芸  与  那  国  織 54,177 56,364 20,365 15,767 17,513 111.1% 32.3%

 知  花  花  織 - - - 6,268 6,882 109.8% -

       計 1,833,805 1,435,664 1,110,839 1,157,283 1,005,479 86.9% 54.8%

製   び   ん   が   た 386,578 410,887 309,901 268,162 258,139 96.3% 66.8%

  漆             器 319,297 277,150 278,900 257,850 117,650 45.6% 36.8%

品   陶             器 865,065 993,551 877,231 969,733 1,266,753 130.6% 146.4%

  琉  球  ガ ラ ス 718,397 896,492 876,430 816,657 854,463 104.6% 118.9%

  小             計 4,123,142 4,013,744 3,453,301 3,469,685 3,502,484 100.9% 84.2%

70,317 80,943 63,215 90,688 74,000 81.6% 105.2%

  小 　   木   　 工 556,562 531,477 454,766 550,141 557,995 101.4% 100.3%

  小             計 626,879 612,420 517,981 640,829 631,995 98.6% 100.8%

 4,750,021 4,626,164 3,971,282 4,110,514 4,134,479 100.6% 87.0%

品　　　　名 対18年度比H19H18 H20 対21年度比

①①①①工芸産業生産額工芸産業生産額工芸産業生産額工芸産業生産額のののの推移推移推移推移

H22H21

合      計

（単位：千円）

そ
の
他

ウージ染、その他染織物
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（単位：人）

 芭    蕉    布 41 30 33 26 28 107.7% 68.3%

 読谷山花織・ﾐﾝｻｰ 137 110 88 75 65 86.7% 47.4%

伝 織  首    里    織 113 103 89 81 79 97.5% 69.9%

 琉    球    絣 267 205 123 134 139 103.7% 52.1%

統  久  米  島  紬 161 157 172 172 145 84.3% 90.1%

 宮  古  上  布 68 58 56 39 40 102.6% 58.8%

工  八重山上布・ﾐﾝｻｰ 314 270 270 186 178 95.7% 56.7%

物  竹  富  織  物 81 80 73 27 24 88.9% 29.6%

芸  与  那  国  織 38 43 39 29 28 96.6% 73.7%

 知  花  花  織 - - - 30 33 110.0% -

       計 1,220 1,056 943 799 759 95.0% 62.2%

製 125 130 105 119 111 93.3% 88.8%

82 82 74 76 48 63.2% 58.5%

品 412 372 319 360 389 108.1% 94.4%

222 241 228 278 217 78.1% 97.7%

2,061 1,881 1,669 1,632 1,524 93.4% 73.9%

78 89 100 90 86 95.6% 110.3%

114 104 104 110 97 88.2% 85.1%

192 193 204 200 183 91.5% 95.3%

2,253 2,074 1,873 1,832 1,707 93.2% 75.8%

H22 対21年度比 対18年度比H18 H20H19 H21

小       計

　品　　　　名

  び   ん   が   た

②②②②工芸産業従事者数工芸産業従事者数工芸産業従事者数工芸産業従事者数のののの推移推移推移推移

合      計

漆       器

陶       器

  琉  球  ガ ラ ス

小       計

  小 　   木   　 工
そ
の
他

ウージ染、その他染織物
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（単位：事業所）

 芭    蕉    布 21 13 12 13 12 92.3% 57.1%

 読谷山花織・ﾐﾝｻｰ 137 107 87 75 65 86.7% 47.4%

伝 織  首    里    織 69 63 58 56 60 107.1% 87.0%

 琉    球    絣 54 49 39 39 42 107.7% 77.8%

統  久  米  島  紬 157 153 169 169 142 84.0% 90.4%

 宮  古  上  布 16 14 14 8 9 112.5% 56.3%

工  八重山上布・ﾐﾝｻｰ 93 91 94 94 88 93.6% 94.6%

物  竹  富  織  物 81 80 73 26 23 88.5% 28.4%

芸  与  那  国  織 37 42 38 28 28 100.0% 75.7%

 知  花  花  織 － － － 30 33 110.0% -

       計 665 612 584 538 502 93.3% 75.5%

製   び   ん   が   た 27 29 27 28 27 96.4% 100.0%

  漆             器 6 6 7 7 5 71.4% 83.3%

品   陶             器 118 113 105 119 118 99.2% 100.0%

  琉  球  ガ ラ ス 13 12 11 14 13 92.9% 100.0%

  小             計 829 772 734 706 665 94.2% 80.2%

30 30 26 28 30 107.1% 100.0%

  小 　   木   　 工 29 25 29 28 23 82.1% 79.3%

  小             計 59 55 55 56 53 94.6% 89.8%

合             計 888 827 789 762 718 94.2% 80.9%

③③③③工芸産業事業所数工芸産業事業所数工芸産業事業所数工芸産業事業所数のののの推移推移推移推移

対18年度比対21年度比品　　名 H18 H19 H22

そ
の
他

H20 H21

　ウージ染、その他染織物
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第第第第３３３３章 計画章 計画章 計画章 計画のののの基本方向基本方向基本方向基本方向

本県の工芸産業は、県内各地に点在し、地域に根ざした産業として、雇用の創

出など地域経済の原動力となっている。伝統工芸は、伝統文化的な側面も有して

おり、本県が目指す文化産業の重要な資源としても捉えることができる。

本県の工芸産業が発展していくためには、伝統的な技術や技法を継承すること

は最も重要なものの、作り手の創造性を高め、時代変化への適切な対応や新たな

市場を切り開くことも必要である。

そのため、工芸事業者や組合、行政機関や大学等教育機関などが連携を強化し、

工芸産業の振興発展と魅力ある産地を形成するため、次の基本方向の下、効果的

な施策や事業展開に取り組むこととする。

１１１１ 伝統工芸伝統工芸伝統工芸伝統工芸のののの継承継承継承継承とととと発展発展発展発展

本県の長い歴史と風土の中で生み出され、熟達した職人により継承・発展して

きた伝統工芸は、沖縄文化の中心でもあり、本県の誇る宝である。

染織物、陶器、漆器、ガラスなど多彩な本県の伝統工芸は、各地に点在してお

り、地域の特性を反映した魅力に溢れ、本県産業のブランド化に寄与するととも

に、地域経済発展の原動力となっている。

これら本県の伝統工芸を次代へと継承するとともに、新たな市場への展開や異

業種・異分野との連携などにより、伝統工芸を基礎とした新たな工芸産業として

発展に取り組む。

２２２２ 魅力魅力魅力魅力あるあるあるある産地産地産地産地のののの形成形成形成形成とととと雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出

工芸品の産地は、生産活動や雇用の場としてだけではなく、地域活性化の拠点

や観光振興の資源としても位置づけることができ、地域の振興に寄与している。

各産地の魅力を高めることは、工芸品の付加価値の向上や情報発信力の強化に

もつながり、ひいては就業の場としての魅力を高めることとなる。そのため、各

産地の特色を生かした魅力ある産地の形成に努める。

３３３３ 新新新新たなたなたなたな市場市場市場市場ニーズニーズニーズニーズへのへのへのへの対応対応対応対応

工芸産業を振興するためには、変化する市場ニーズに適切に対応することが必

要である。伝統工芸の持つ特色や本来の伝統性を損なうことなく、時代の変化に

適切に対応し消費者に受け入れられる商品を開発するとともに、市場や商品に応

じた販路を開拓する必要がある。

本県においても、伝統工芸の優れた技術や技法を取り入れつつ、機能性やデザ

イン性を高めた多様で多彩な工芸品が生み出されている。このような新たな工芸
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品は、市場ニーズの変化に伴い顕在化した新たな購買層を中心に大きく伸びる可

能性を有している。このような新たな市場の発掘に取り組むとともに、市場ニー

ズに対応した商品の開発、流通チャネルの開拓に取り組む。

４４４４ マーケティングマーケティングマーケティングマーケティングのののの充実強化及充実強化及充実強化及充実強化及びびびびブランドブランドブランドブランド力力力力のののの向上向上向上向上

工芸産業を発展させるためには、安定的な需要を確保することが重要である。

需要を開拓し収益を向上させるため、マーケティングの充実強化に努めるとと

もに、マーケティングに基づく商品の開発と販路の開拓に取り組む。

また、ブランド力向上のため、工芸品の歴史や特性、技法などに関する宣伝や

情報発信の改善に努めるとともに、品質の維持・向上に努める。

５５５５ 新新新新たなたなたなたな連携体制連携体制連携体制連携体制のののの構築構築構築構築

本県の工芸事業者は、零細性、経営基盤の脆弱性という課題を抱えており、事

業者単独では、製品やデザインの開発、生産性の向上、販路開拓等を充分に行え

ない状況にある。

そのため、工芸事業者や試験研究機関、教育機関、行政機関等のネットワーク

化を図り、共同開発や情報交換、人材育成などを効率的にできる体制の構築に取

り組む。
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第第第第４４４４章 主要施策章 主要施策章 主要施策章 主要施策のののの推進方針推進方針推進方針推進方針

（（（（工芸産業振興工芸産業振興工芸産業振興工芸産業振興にににに向向向向けたけたけたけた施策施策施策施策のののの展開展開展開展開））））

本県工芸産業の現状と課題及び計画の基本方向を踏まえ、今後の主要施策を以

下のとおり展開する。

施策の実施に当たっては、工芸事業者や組合との目標の共有化を図り、密接な

連携の下に取り組むこととする。

１１１１ 需要需要需要需要のののの拡大拡大拡大拡大

全国的に工芸産業の売上が低迷している中で、需要の拡大を図ることが本県の

工芸産業振興を図る上で最も重要であり、今後は、以下の施策を積極的に展開し

ていく。

（（（（１１１１））））ブランドブランドブランドブランド力力力力のののの向上向上向上向上とととと情報発信情報発信情報発信情報発信のののの強化強化強化強化

経済のグローバル化の進展により、国内外の工芸品や類似品との競合が激化し

ており、工芸品のブランド力向上が求められている。ブランド力を高めることに

より、需要の喚起、販路の開拓、本県工芸品の愛用者の増加が期待されることか

ら、工芸品の歴史や特性、原材料、技法など、付加価値の向上につながる情報を

発信し、市場や消費者への認知度向上に努める。

工芸品のブランド確立に向けては、消費者の期待に応える品質の製品を提供す

る必要があり、品質を維持・向上させるための製品規格や検査制度などの整備を

促進する。

また、工芸品のブランド力を強化し、国内外への展開を促進するためには、地

元である県内での支持や利活用が重要である。そのため、県民に対する工芸品の

再評価と理解の促進、情報発信の強化等に努める。

これらブランド力の向上と情報発信の強化に向け、下記の取組を実施する。

・工芸品の特性を生かしたブランド戦略の構築促進

・ＩＴの活用など県内外に向けた適切な情報発信の強化

・県内外における展示会等の開催

・県民による工芸品の利活用の促進

・条例や伝産法に基づく伝統工芸品の指定促進

（（（（２２２２））））新新新新たなたなたなたな市場市場市場市場のののの開拓開拓開拓開拓

生活様式の変化を背景に伝統工芸品の市場は年々減少を続けており、新たな工

芸品の市場を開拓する必要がある。市場ニーズの変化に伴い、日常生活の中でゆ

とりやゆたかさを求める購買層や工芸品の持つ魅力を評価する本物志向の購買層

などが顕在化している。

また、工芸品を活用した二次加工品が伸張するなど、従来の市場と異なるファ



- 19 -

ッションやインテリア、建築などの分野において成長が期待されるほか、充分な

展開がなされていない海外市場やホテル等の業務用、行政機関等の公的機関での

利用などが有望市場として期待される。

これらの市場の開拓に向け、下記の取組を実施する。

・市場開拓に向けたマーケティング調査への支援

・工芸品の特性を生かしたマーケットの選定と販路開拓の促進

・新たな市場展開に向けた可能性調査

・公的機関での工芸品の利用・導入促進

（（（（３３３３））））多様多様多様多様なななな流通経路流通経路流通経路流通経路のののの活用活用活用活用

工芸品は、流通事業者を介して販売している場合が多いものの、工芸事業者や

組合には販売を担う人材が不足していることから、取引している流通事業者の数

は数社程度と限られている。そのため、既存の流通経路を維持しつつも、新たな

顧客を掘り起こすための流通経路を拡充させる必要がある。

また、情報化の進展に伴いウェブサイトを通じた販売が一般的になっているも

のの、工芸品の持つ魅力や風合いは、ウェブサイトでは伝えにくいことなどから、

工芸産業においては、本格的に取り組まれていない状況にある。ウェブサイトを

販路として活用することは、新たな顧客の発掘や認知度の向上には有効な手段で

あり、実店舗での販売と連携しながら活用を図る必要がある。

これらの実現に向け、下記の取組を実施する。

・新たな流通業者の開拓促進

・ウェブサイトを活用した販売システムの構築促進

（（（（４４４４））））観光産業観光産業観光産業観光産業とのとのとのとの連携強化連携強化連携強化連携強化

伝統工芸は、地域の歴史や風土に育まれた伝統文化としての側面も有すること

から、重要な観光資源としても位置づけることができる。

そのため、土産品としての販売のほか、ＭＩＣＥと連携したノベルティとして

の活用、リゾートウェディングと連携したギフト市場への展開、工芸品の製作体

験の旅行商品化など、観光産業との連携により、幅広い需要の創出が可能となる。

その実現に向け、観光産業の求める製品や品質などの把握、生産力の確保やプ

ロモーション活動の強化などに努める。

・観光関連事業者との連携体制の構築促進

・観光客向けのプロモーション強化への支援

・生産体制や受入体制充実の促進

（（（（５５５５））））模倣品模倣品模倣品模倣品へのへのへのへの対策対策対策対策

本県工芸品の認知度やブランド力が向上するに伴い、模倣品への対策が求めら

れている。海外産を中心に廉価な類似工芸品の流入は続いており、工芸品の市場

を圧迫している。また、海外など未開拓市場への展開や新たな工芸品の市場を構

築し安定的な需要を確保する上でも、模倣品への対策が重要となる。模倣品への
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対策としては、地域団体商標制度や特許権、意匠権等の産業財産権の活用が有効

であることから、工芸事業者や組合への産業財産権に関する知識の普及に努める。

また、染織物については、県検査制度に基づき、検査に合格したものには証紙

を貼付しており、この証紙は流通事業者には浸透しているものの、消費者に認知

されるまでには至っていない。そのため、県検査制度の徹底と拡充、県証紙の認

知度向上に取り組む。

・模倣品の流入実態の把握

・産業財産権制度の啓発と活用促進

・県検査制度の徹底と拡充

・県証紙に関する情報発信の強化

２２２２ 人材人材人材人材のののの確保確保確保確保・・・・育成育成育成育成

伝統工芸産業は手作業を中心とした伝統的な技術・技法によって生産されてお

り、優秀な技術を保持する従事者の確保が必要である。

そのため、教育機関等との連携による後継者の確保に努めるとともに、後継者

の技術や技法の向上に向けた研修事業の充実に努める。

また、経済社会情勢の変化に対応するため、産地の振興を担う人材や経営を支

える人材の育成など、工芸産業の振興に向けた多様な人材の育成に取り組む。

（（（（１１１１））））後継者後継者後継者後継者のののの確保確保確保確保とととと育成育成育成育成

従事者の高齢化は益々進展しており、若年後継者の定着不足も懸念されている。

この要因としては、工芸品の製造技術の習得に長期間を要するものの、収入が低

いことなどが挙げられている。

各組合が実施している後継者育成事業や県が実施する人材育成事業では、例年

一定程度の応募があることから、後継者を目指す人材はいるものの、充分な育成

ができていないことから、技術の未習熟と低収入につながり、後継者の定着不足

に至っているものと考えられる。

そのため、後継者育成事業への支援に引き続き取り組むとともに、技術や技法

の高度化に向けた人材育成事業の拡充、離職者や休職者の再就労の促進に努める。

・後継者育成事業の実施

・人材育成事業のあり方見直しと拡充

・離職者や休職者の再就労の促進

（（（（２２２２））））工芸産業従事者工芸産業従事者工芸産業従事者工芸産業従事者のののの技術技術技術技術のののの向上向上向上向上

本県の伝統工芸には多様な技術や技法があり、それらを習得するためには数年

から十年程度の長期間を要している。また、市場ニーズの変化に対応した製品を

作るためには、新たな技術や技法の習得も必要となっている。

現在、各組合においては、組合員を対象とした技術や知識の向上を図る講習会

等が実施されており、県においても各産地への巡回指導や講習会の開催、研修生
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の受入などを実施し、一定の成果を挙げているが、市場ニーズの変化に対応でき

るよう研修事業の拡充に取り組む。

・工芸技術支援センターにおける技術指導の拡充

・技術指導における外部専門家等の活用

・先進技術の導入促進

（（（（３３３３））））県立芸術大学等教育機関県立芸術大学等教育機関県立芸術大学等教育機関県立芸術大学等教育機関とのとのとのとの連携強化連携強化連携強化連携強化

県立芸術大学には、デザイン工芸学科が設置され、毎年多くの人材が輩出され

ているが、産地と結びついた伝統工芸産業に進む人材が少ない状況にある。その

ため、県立芸術大学など教育機関と工芸産地との情報交換を含め連携を強化し、

持続的に人材の確保と育成ができる仕組みの構築に努める。

・県立芸術大学等と産地の連携体制の構築

・県立芸術大学等と産地との共同事業等の促進

・体験学習の受入拡充促進

（（（（４４４４））））多様多様多様多様なななな人材人材人材人材のののの育成育成育成育成

工芸産業を発展させるためには、製造分野だけではなく、事業所や組合の経営、

販売、マーケティング、情報発信等の分野に関する人材についても、育成する必

要がある。

これらの多様な人材の育成に取り組むほか、工芸産業の振興を目的に、工芸分

野において起業を目指す人材への支援に努める。

・経営や販売、マーケティング等に関するセミナーやワークショップ（演習会）

の開催

・工芸分野における起業の促進

３３３３ 原材料原材料原材料原材料のののの安定確保安定確保安定確保安定確保

工芸品において伝統的に使用されてきた原材料は、その独特の味わいを醸し出

す重要な役割を果たしている。しかしながら、伝統的に使用されてきた天然原材

料の中には、生産不足、資源枯渇化等により、入手困難となっている原材料も少

なくない。また、輸入原材料を中心とした仕入れ価格の高騰も課題となっており、

これらの課題への対策が求められている。

（（（（１１１１））））原材料製造事業者原材料製造事業者原材料製造事業者原材料製造事業者のののの確保確保確保確保・・・・育成育成育成育成

宮古上布などにおいては、苧麻手績糸製造者の減少等から原材料の供給が充分

に行えず製品の生産に影響を及ぼしている状況にある。苧麻そのものは必要量が

生産されているものの、工芸事業者や消費者が求める品質の手績糸を生産できる

人材が減少していることから、原材料製造事業者における後継者の確保と育成が

必要である。

・原材料製造事業者における後継者育成の促進
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・原材料製造技術の改善

（（（（２２２２））））安定確保安定確保安定確保安定確保にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組

原材料の安定確保については、これまで対処療法的な調達がなされており、植

林・栽培など計画的な取組が必要である。

また、国・県・市町村等の農林水産担当部署や森林組合、関連する非営利団体

など関係機関等との連携を密にし、原材料に関する情報が迅速に把握できるネッ

トワークの形成など、安定確保の仕組みを検討する。

・原材料の必要量、賦存状況の把握

・工芸事業者と関係機関とのネットワーク構築

（（（（３３３３））））代替原材料代替原材料代替原材料代替原材料のののの開発開発開発開発とととと利用利用利用利用のののの促進促進促進促進

資源の枯渇化や原材料価格の高騰に対処し、工芸品の品質や量の維持・改善に

つながる代替原材料の開発が求められている。

これまで実施してきた工芸技術支援センターにおける代替原材料等に関する試

験研究について、今後も継続して実施するとともに、代替原材料の工芸産業界へ

の利用促進に取り組む。

・代替原材料に関する試験研究の実施

・代替原材料の利用促進

４４４４ 経営経営経営経営のののの高度化高度化高度化高度化とととと基盤基盤基盤基盤のののの強化強化強化強化

本県工芸産業が抱える経営基盤の脆弱性克服に向け、工芸事業者や組合の経営

高度化を促進するとともに、安定的な事業運営基盤構築のための取組を支援する。

沖縄県中小企業団体中央会との連携により、未組織の工芸事業者の組織化・協

業化を促進するとともに、組合の組織機能の強化を促進する。

（（（（１１１１））））戦略的戦略的戦略的戦略的なななな事業運営事業運営事業運営事業運営

組合などにおいては、各年度毎の事業計画や伝産法に基づく振興計画を策定し、

事業運営がなされているものの、中長期的な事業計画を作成し、運営されている

状況にない。

産業振興を図る上では、各事業者や組合が、生産、販売、資金等を充分に勘案

した中長期計画を策定し、それに基づく戦略的な事業運営に取り組む必要がある。

そのため、経営コンサルタント等の専門家や外部機関等の活用を促進し、工芸

事業者や組合等の事業戦略構築への支援に取り組む。

・経営コンサルタント等の活用促進

・事業戦略立案への支援

（（（（２２２２））））マーケティングマーケティングマーケティングマーケティング力力力力のののの向上向上向上向上

工芸事業者や組合の多くは、販売を流通事業者に託し、製造に専念してきたこ
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とから、市場動向を直接把握する機会に乏しく、その結果、マーケティング力が

充分に培われていない状況にある。

和装市場の縮小や消費者の嗜好の変化など、市場ニーズは刻々と変化しており、

この動きを的確に捉え、製造や販売に反映させる必要がある。

工芸事業者や組合のマーケティング力向上に向け、下記の取組を実施する。

・経営や販売、マーケティング等に関するセミナーやワークショップ（演習会）

の開催

・県内外における展示会等の開催

・市場動向調査等の実施

（（（（３３３３））））経営基盤経営基盤経営基盤経営基盤のののの強化強化強化強化

工芸産業を担う事業者や組合は零細で財政、経営基盤が脆弱であり、限られた

経営資源を有効に活用し、戦略的な事業運営を行うための基盤整備が求められて

いる。また、事業者等においては、生産、販売、経営管理などを主体的に行うこ

とのできる人材の育成・確保が必要となっている。

そのため、税制、金融、産地診断及び経営指導等、中小企業施策の活用により、

経営基盤の整備を促進する。

また、情報化社会の中にあって、工芸事業者等のＩＴ化は進んでいない状況に

ある。経済社会情勢が目まぐるしく変化する現在においては、経営の迅速化が求

められることから、工芸事業者等におけるＩＴ化を促進する。

・工芸事業者や組合における経営人材の育成

・経営コンサルタント等の活用促進

・中小企業施策の利活用促進

・事業体制のＩＴ化の促進

（（（（４４４４））））組合機能組合機能組合機能組合機能のののの充実充実充実充実

各産地においては、工芸事業者の零細性などを補うため、事業協同組合を設立

し、各種の共同事業を実施しているものの、各組合で事業内容や組合員の利用割

合、規模等が異なるほか、産地によって組合への加入率も異なる状況にある。

工芸産業を振興するためには、産地の中核となる組合の充実・強化が効果的で

あることから、共同購入や共同販売、後継者育成など組合の機能を強化するとと

もに、組合員の福利厚生の向上など組合員の定着に向けた取組を実施する必要が

ある。そのため、組合における下記の取組が求められる。

・組合機能の強化

・組合への加入促進

・組合員の福利厚生の改善

５５５５ 製品開発力製品開発力製品開発力製品開発力のののの強化強化強化強化

伝統工芸は、伝統的な製品規格や用途に基づき製造されてきたが、今日では、
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市場ニーズの変化に対応した製品開発が求められている。伝統的な技術と技法、

原材料等を活用しつつも、これらを発展させ、新たな製品開発を実現する製品開

発力の強化が、工芸産業の振興において不可欠である。

（（（（１１１１））））新新新新たなたなたなたな市場市場市場市場ニーズニーズニーズニーズにににに対応対応対応対応したしたしたした製品製品製品製品のののの開発開発開発開発

生活様式や消費者の嗜好の変化など、市場ニーズの多様化に伴い、既存市場は

減少傾向が続いている。伝統工芸においても、伝統的な技術や技法、素材を守り

つつも、新たな市場ニーズに対応した製品を提供しなければ、産業として成り立

たない状況にある。

そのため、市場ニーズを的確に捉えるとともに、ターゲットとする市場に対し

訴求力のある製品の開発と販売に努める。

・市場ニーズに対応した製品の開発促進

・新たな製品開発を支える技術・技法の開発

（（（（２２２２））））デザインデザインデザインデザイン力力力力のののの向上向上向上向上

工芸品の魅力を高める上で、デザインの重要性は益々高まっている。伝統的な

意匠や柄などを生かしつつ、購買層の感性に訴えかけるデザインを取り入れた製

品を開発する必要がある。

そのため、工芸事業者や組合のデザイン力向上に取り組むとともに、外部のデ

ザイナーなどの活用を促進する。

また、これらの取組の成果について、市場の評価を得るとともに、情報発信や

製作者の意欲喚起等を図るため、県内外の公募展等への応募を促進する。

・デザイン等に関するセミナーの開催

・先進事例に関する調査

・デザイナー活用体制の構築

・外部デザイナーの活用促進

・県内事業者の公募展等への応募促進

（（（（３３３３））））品質品質品質品質のののの維持維持維持維持・・・・向上向上向上向上

工芸品の愛用者拡大や固定客獲得のためには、消費者が求める品質を確保し、

維持することが必要である。

現在、染織物については、品質の維持・向上のための県検査制度を実施してお

り、市場での信頼を獲得しているほか、ガラスにおいても、独自の検査に基づき、

品質の維持・向上が取り組まれている。

このような取組を工芸産業全般に波及させ、安心・安全な製品を提供できる体

制の構築を目指す。

・組合等における検査制度確立への支援

・県検査制度の徹底と拡充

・検査制度に関する情報発信の強化
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（（（（４４４４））））工芸品工芸品工芸品工芸品のののの新新新新たなたなたなたな用途開発用途開発用途開発用途開発

市場の変化や技術・技法の高度化に伴い、従来は工芸品の市場としていなかっ

た、インテリアや建築資材などの分野への展開が可能となっている。

これらの分野への展開に向け、必要とされる製品規格や品質の把握に努めると

ともに、生産力の確保や販路開拓に取り組む。

・展開可能な市場の把握

・新たな用途開発のための試験研究

・生産力確保の促進

・販路開拓への支援

（（（（５５５５））））二次加工品二次加工品二次加工品二次加工品のののの開発開発開発開発

工芸品を活用した鞄や小物などの二次加工品は、工芸産業の生産額が低迷する

中にあって堅調に推移している。二次加工品は、消費者ニーズの変化に対応した

製品開発や低価格志向に対応した価格設定が容易なことから、今後も二次加工品

は伸張していくものと考えられる。

従来、二次加工品は県外の専門業者への委託により製造されていたが、各組合

において縫製技術者の育成や製品開発などに積極的に取り組まれている。また、

工芸技術支援センターにおいても、皮革縫製や金属加工の人材育成を実施してお

り、県内での製造体制が整いつつある。

これらの取組を加速し、より多彩な二次加工品の開発を促進するため、下記の

取組を実施する。

・二次加工品製造に関するノウハウの蓄積

・二次加工技術者育成への支援

・二次加工品の販路開拓支援

・二次加工品需要の把握

６６６６ 試験研究技術支援体制試験研究技術支援体制試験研究技術支援体制試験研究技術支援体制のののの強化強化強化強化

本県工芸産業の技術的底上げを図るためには、伝統的な技術と技法を基本に、

新たな技術の導入等により、技術や技法の向上と改善に取り組むとともに、新た

な原材料の開発や消費者動向に的確に対応したデザイン及び製品開発、生産性や

安全性の向上などに取り組む必要がある。

試験研究や技術支援を効果的に推進するためにも、工芸事業者や組合との連携

を強化し、官民が一体となった試験研究や技術支援等を実施する。

（（（（１１１１））））組織組織組織組織・・・・体制体制体制体制・・・・施設整備施設整備施設整備施設整備のののの強化強化強化強化

工芸技術支援センターは、工芸分野における県内唯一の技術支援機関であり、

これまでも技術支援、人材育成、研究開発などにおいて、多くの成果を生み出し

てきたところである。

工芸技術支援センターの役割については、工芸産業の技術的側面を支援する総
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合的な技術支援機関として、技術支援と研究開発を中心に事業を再構築し、他の

公設試験研究機関等との連携により、支援体制の充実に取り組む。

・支援ノウハウの向上

・施設設備の拡充

・他の公設試験研究機関等との連携強化

（（（（２２２２））））関係機関関係機関関係機関関係機関とのとのとのとのネットワークネットワークネットワークネットワーク構築構築構築構築とととと活用活用活用活用

市場ニーズの多様化に伴い、工芸事業者の技術支援ニーズも多様化している。

そのため、より適切な支援体制を構築するため、工芸事業者や組合、県立芸術大

学等の教育機関、県内外の公設試験研究機関、デザイナー、プロデューサー、原

材料製造事業者等とのネットワークを構築し、新たな支援体制の整備に取り組む。

また、ネットワーク内の交流を促進し、情報の発信と収集に努め、工芸産業振

興の基盤としての活用を図る。

・工芸事業者、研究機関等とのネットワーク構築

・新たな支援体制の構築

・ネットワーク内の交流促進

７７７７ 工芸産業工芸産業工芸産業工芸産業のののの拠点拠点拠点拠点づくりづくりづくりづくり

本県の工芸産地は県内各地に点在し、各地域において経済の原動力となってい

るものの、工芸産業を振興する上では、人材育成や生産、販売等の機能の集積に

取り組む必要がある。これらの機能を集積することにより、人材育成や生産等の

効率化が実現するとともに、相乗効果により情報発信力の強化にもつながること

が期待される。

そのため、工芸産業の人材育成、生産、情報発信、交流、体験、販売の拠点と

なる施設の整備に取り組む。

（（（（１１１１））））人材育成人材育成人材育成人材育成、、、、製造製造製造製造、、、、交流交流交流交流、、、、販売販売販売販売のののの拠点整備拠点整備拠点整備拠点整備

現在、共同作業場などの拠点施設を有する組合があるものの、施設の老朽化が

進み、人材育成や共同作業、情報発信、共同販売等の拠点として充分に機能して

いない状況にある。また、拠点施設を持たない組合では、人材育成などにおいて

支障が生じている。

そのため、後継者や起業家育成、共同作業、工芸製作体験、展示販売などの機

能を有し、本県の多彩な工芸品事業者や組合等が入居する拠点施設の整備に取り

組む。

また、工芸品の愛用者拡大や固定客獲得を図るためには、工芸事業者等と消費

者が交流し、消費者への工芸品の魅力の伝達や工芸品への理解促進に取り組むと

ともに、工芸事業者等が消費者ニーズの把握に努めることが重要である。そのた

め、拠点施設の展示機能や製作体験機能、情報発信機能等を活用し、県民や観光

客等と工芸事業者の交流促進に取り組む。
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・工芸産業の拠点施設整備

・交流の促進

・情報の集約と発信

（（（（２２２２））））共同研究共同研究共同研究共同研究によるによるによるによる商品開発商品開発商品開発商品開発のののの強化強化強化強化

本県の多彩な工芸事業者や組合を集積することにより、事業者相互の連携が促

進され、共同研究による新たな商品開発が期待される。

また、工芸技術支援センターには、工芸事業者や県立芸術大学、公設試験研究

機関等との連携を仲介するコーディネーターとしての役割が期待されており、同

センターを中核として、産学官の各主体がそれぞれの強みを生かした商品開発に

取り組むことにより、効果的かつ効率的な商品開発が促進されることとなる。

共同研究の実施に当たっては、国等が実施する研究開発支援事業を活用するな

ど、積極的な外部資金の獲得に努める。

・工芸技術支援センターによるコーディネート機能の発揮

・工芸事業者等による共同研究の促進

・外部資金獲得に向けたノウハウの蓄積

８８８８ 工芸産業振興工芸産業振興工芸産業振興工芸産業振興のののの推進体制推進体制推進体制推進体制のありのありのありのあり方方方方

これまで、工芸産業に対する政策的支援は、伝統工芸の歴史的・文化的背景を

踏まえつつ、自立した産業としての持続的発展に向け実施されてきた。

そのため、工芸産業の振興に当たっては、工芸事業者や組合の主体的努力を基

本に、県や市町村、国などが側面的な支援を行うことが重要である。

また、工芸産業は、地域で育まれ、支えられてきた産業であり、その振興には

県民一人一人の支援が不可欠である。

（（（（１１１１））））製造事業者製造事業者製造事業者製造事業者・・・・組合等組合等組合等組合等

製造事業者や組合は工芸産業の担い手であり、主体的に人材の育成や原材料の

確保、市場動向の把握、新たな製品開発、販路の開拓、情報発信等に取り組む必

要がある。しかし、事業者や組合単独では財政面や人材面の制約もあることから、

事業者間や行政機関等の関係機関との連携を密にし、各種の支援制度や中小企業

支援施策、専門家の活用を図るとともに、異業種や教育機関等との交流を積極的

に推進する必要がある。

（（（（２２２２））））県及県及県及県及びびびび市町村市町村市町村市町村

本県の自立型経済を構築するためには、工芸産業を振興発展し、伝統工芸等の

文化資源を活用した文化産業を戦略的に創出・育成することが必要である。

県及び市町村は、製造事業者や組合等との連携を強化し、振興に向けた取組へ

の支援や課題の解消などに、一体となって取り組む必要がある。

さらに、県民が誇りを持って日常生活の中で工芸品を利・活用するような環境
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整備に向け、学校現場における産業教育との連携強化、工芸品の利活用促進に向

けた県民の意欲喚起等に努める。

（（（（３３３３））））県民県民県民県民

工芸品は、地域の重要な資源であり、独自の歴史や風土に育まれ、今日に受け

継がれた文化的価値を有する日常生活品である。

工芸産業は、地域経済を支える産業であり、魅力ある地域を形成しているとの

認識に立ち、生活の中で工芸品を積極的に取り入れ、利・活用していくことが求

められる。
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事業主体

県、市町村、組合等

県、市町村、組合等

沖縄工芸ふれあい広場 実行委員会

沖縄県工芸公募展 県

各組合等による展示会等の開催 組合、工芸事業者

県、市町村

県

県、組合等

県、組合等

県

県、市町村

県民による工芸品の利活用の促進

(2)

1

ＩＴの活用など県内外に向けた適切な情報発信の強化

推進方針 事業・事業内容

工芸品の特性を生かしたブランド戦略の構築促進

施策

（1）
ブランド力の向上
と情報発信の強化

条例や伝産法に基づく伝統工芸品の指定促進

県内外における展示会等の開催

市場開拓に向けたマーケティング調査への支援

工芸品の特性を生かしたマーケットの選定と販路開拓の促進
新たな市場の開拓

公的機関での工芸品の利用・導入促進

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業

新たな市場展開に向けた可能性調査

需要の拡大
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事業主体

組合、工芸事業者

県

県、市町村、組合等

県、市町村

組合、工芸事業者

県、組合

県、国、組合等

県、組合等

県

県、市町村、組合等

県

県、組合

県

県

県、組合

模倣品への対策

模倣品の流入実態の把握

産業財産権制度の啓発と活用促進

県検査制度の徹底と拡充

工芸技術支援センターにおける技術指導の拡充

技術指導における外部専門家等の活用

先進技術の導入促進

(5)

工芸産業従事者の
技術の向上

2

推進方針 事業・事業内容施策

多様な流通経路の
活用

新たな流通業者の開拓促進

ウェブサイトを活用した販売システムの構築促進

1

県証紙に関する情報発信の強化

後継者育成事業の実施

人材育成事業のあり方見直しと拡充

離職者や休職者の再就労の促進
人材の確
保・育成

(2)

(1)

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業

後継者の確保と育
成

観光産業との連携
強化

(4)

観光関連事業者との連携体制の構築促進

観光客向けのプロモーション強化への支援

需要の拡大 生産体制や受入体制充実の促進

(3)
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事業主体

県、組合、工芸事業者

県、組合等

県

県

県

原材料製造事業者

県、原材料製造事業者

県、組合

県、市町村、国、組合
等

県

県

県

県、組合等

(1)

戦略的な事業運営

代替原材料の開発
と利用の促進

(3)

(2)

多様な人材の育成

原材料の安
定確保

4
経営の高度
化と基盤の
強化

3

推進方針 事業・事業内容施策

県立芸術大学等と産地の連携体制の構築

2
人材の確
保・育成

体験学習の受入拡充促進

代替原材料の利用促進

経営コンサルタント等の活用促進

事業戦略立案への支援

原材料製造技術の改善

原材料の必要量、賦存状況の把握

県立芸術大学等教
育機関との連携強
化

代替原材料に関する試験研究の実施

工芸事業者と関係機関とのネットワーク構築

(4)

(3)

経営や販売、マーケティング等に関するセミナーやワーク
ショップ（演習会）の開催

工芸分野における起業の促進

原材料製造事業者における後継者育成の促進
原材料製造事業者
の確保・育成

安定確保に向けた
取組

(1)

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業

県立芸術大学等と産地との共同事業等の促進
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事業主体

県

県、組合等

組合、工芸事業者

組合、工芸事業者

県

中小企業団体中央会

県

組合

組合

組合

県、組合等

県、組合、工芸事業者

県

県、組合、工芸事業者

マーケティング力
の向上

県内外における展示会等の開催【再掲】

市場動向調査等の実施

工芸事業者や組合における経営人材の育成

経営コンサルタント等の活用促進

市場ニーズに対応した製品の開発促進

新たな製品開発を支える技術・技法の開発

(3) 経営基盤の強化

5

組合機能の充実(4)

デザイン力の向上(2)

新たな市場ニーズ
に対応した製品の
開発

製品開発力
の強化

経営の高度
化と基盤の
強化

4

推進方針 事業・事業内容施策

事業体制のＩＴ化の促進

経営や販売、マーケティング等に関するセミナーやワーク
ショップ（演習会）の開催【再掲】

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業

(1)

(2)

中小企業施策の利活用促進

組合機能の強化

組合への加入促進

組合員の福利厚生の改善

デザイン等に関するセミナーの開催

先進事例に関する調査
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事業主体

県、組合、工芸事業者

県

県、組合

県、組合等

県、組合等

県、組合、工芸事業者

組合、工芸事業者

県、組合、工芸事業者

組合、工芸事業者

県、組合等

県、組合、工芸事業者

県

県、組合等

県、組合、工芸事業者

二次加工技術者育成への支援

二次加工品需要の把握

二次加工品の販路開拓支援

工芸品の新たな用
途開発

(4)

製品開発力
の強化

5

推進方針 事業・事業内容施策

二次加工品製造に関するノウハウの蓄積

県検査制度の徹底と拡充【再掲】

新たな用途開発のための試験研究

生産力確保の促進

検査制度に関する情報発信の強化

展開可能な市場の把握

外部デザイナーの活用促進

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業

(3)

県内事業者の公募展等への応募促進

組合等における検査制度確立への支援

デザイナー活用体制の構築

デザイン力の向上(2)

(5)

品質の維持・向上

二次加工品の開発

販路開拓への支援
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事業主体

県

県

県

県、組合、工芸事業者
等

県、国、市町村

県、組合、工芸事業者
等

県、市町村

組合、工芸事業者

県、組合、工芸事業者
等

県

県

県、組合、工芸事業者

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業

(1)

工芸事業者等による共同研究の促進

他の公設試験研究機関等との連携強化

情報の集約と発信

推進方針 事業・事業内容施策

工芸産業の拠点施設整備

支援ノウハウの向上

施設設備の拡充

(1)

(2)

組織・体制・施設
整備の強化

関係機関とのネッ
トワーク構築と活
用

人材育成、製造、
交流、販売の拠点
整備

工芸産業の
拠点づくり

7

試験研究技
術支援体制
の強化

6

(2)

工芸事業者、研究機関等とのネットワーク構築

新たな支援体制の構築

ネットワーク内の交流促進

共同研究による商
品開発の強化

交流の促進

外部資金獲得に向けたノウハウの蓄積

工芸技術支援センターによるコーディネート機能の発揮
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（任期：平成23年10月26日～平成25年10月25日）

代表区分 備考

◎ 片岡　淳 学識経験者 琉球大学教授

林　優子 〃 名桜大学准教授

宮里　正子 〃 浦添市美術館長

○ 新垣　吉紀 〃 元県工芸指導所所長

新里　玲王奈 〃 公    募

安座間　美佐子 関係業界 那覇伝統織物事業協同組合理事長

島袋　常栄 〃 壺屋陶器事業協同組合理事長

屋冨祖　幸子 〃 琉球びんがた事業協同組合理事長

上原　昭男 〃 琉球漆器事業協同組合理事長

大江　聖彌 〃 琉球ガラス工芸協業組合代表理事

仲井間　文子 〃 ファッションデザイナークラブ琉球顧問

中村　政人 〃 那覇市伝統工芸館　館長

大城　亮子 〃 (有）産創研クリエイティブ室　主任研究員

仲宗根　君枝 関係行政機関 内閣府沖縄総合事務局地域経済課長

　◎　会長、○　副会長

氏名

１．沖縄県工芸産業振興審議会委員名簿
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２．第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画策定に関する審議経緯

月 日 場 所 内 容

平成23年 県庁６階 ・第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画の策定に係る諮問

10月26日 第１特別会議室 ・平成２３年度第１回沖縄県工芸産業振興審議会

第６次沖縄県伝統工芸産業振興計画の実績

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画（素案）

平成23年 県庁６階 ・平成２３年度第２回沖縄県工芸産業振興審議会

11月22日 第１特別会議室 第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画（素案）

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画主要施策事業（案）

平成23年 ・県民意見公募の実施

12月14日～

平成24年

１月18日

平成24年 県庁６階 ・平成２３年度第３回沖縄県工芸産業振興審議会

２月９日 第１特別会議室 第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画（案）

第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画答申書（案）

平成24年 ・第７次沖縄県伝統工芸産業振興計画の策定に係る答申

３月６日


